
長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実施要綱

制  定  令和４年７月 １日

   ４農山村第１６８号

最終改正  令和７年７月１６日

７農山村第１１３号

第１ 趣旨

本県では高齢化及び人口減少の進行に伴う集落の衰退が課題となっており、農山村

地域のビジネスの拠点である農産物等直売所（以下「直売所」という。）が、地域の

活性化に貢献することが求められていることから、よりステップアップした直売所と

なるため、その経営基盤の強化を図る必要がある。このため、県は、経営基盤強化及

び地域貢献の取組に向けた計画を策定した直売所を支援することとし、長崎県農山村

地域ビジネス向上支援事業（以下「事業」という。）を実施する。

第２ 事業の内容等

  事業の内容、対象となる取組、事業実施主体及び補助率については別表１、補助対

象経費については別表２のとおりとする。

第３ 事業の実施手続等

１ 事業計画の申請

  （1）事業実施主体は、事業を実施する場合は、事業計画書（様式第１号）を作成

   し、計画認定申請書（様式第２号）により提出する。提出先は当該地区を所管

   する振興局長とする。

（2）計画認定申請書の提出を受けた振興局長は、内容の検討及び必要な指導を行

   い、別表３のポイント配分基準により各振興局が順位付けをしたうえで、知事

   に進達するものとする。

２ 事業計画の認定

知事は、当該事業計画の内容が事業の趣旨に沿い、かつ、適正であると認められ

る場合は、次の基準に基づき、計画を認定するものとする。

（1）各振興局が付けた順位の高い事業から優先する。

（2）順位が同一の場合は、事業計画のポイントが高い事業から優先する。

（3）ポイントが同一の場合は、より高い事業効果が見込まれる事業を優先する。

３ 事業計画の変更

（1）事業実施主体は、認定を受けた計画について、次に掲げる重要な変更を行う



  ときは、計画変更申請書（様式第３号）を遅滞なく振興局長へ提出するものと

  する。

  ア 事業費の２割を超える増減

  イ 事業実施主体の変更

  ウ 事業の廃止

（2）計画変更申請書の提出を受けた振興局長は、内容の検討及び必要な指導を行

       い、知事に進達するものとする。

（3）知事は、当該変更計画の内容が事業の趣旨に沿い、かつ、適正であると認め

  られる場合は、変更計画を認定するものとする。

４ 実績報告

  事業実施主体は、第３の２及び３の（3）により認定された事業計画に基づく事

  業が完了したときは、事業実績報告書（様式第４号）により、事業が完了した年

  度の翌年度の４月10日までに、振興局長を経由し、知事に報告するものとする。

  

第４ 助成

県は、認定した計画について、予算の範囲内において、別に定める補助金交付要領

により補助金を交付するものとする。

第５ 指導

知事は、事業実施主体に対し、事業の実施に関して必要な報告を求め、また、指導

を行うことができる。

第６ 推進体制

農山村振興課は本事業を円滑かつ適正に推進するため、他の事業との連携に配慮す

るとともに、関係部課等と十分連絡協議するものとする。

第７ 雑則

  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、令和４年度の予算に係る補助金から適用する。

この要綱は、令和５年度の予算に係る補助金から適用する。

この要綱は、令和７年度の予算に係る補助金から適用する。



別表１

事業内容 補助対象となる取組 事業実施主体 補助率

農山村集落

の維持・発

展 を 目 指

し、地域ビ

ジネスの拠

点につなが

る、経営基

盤強化及び

地域貢献に

取り組む農

産物等直売

所を支援す

る。

(1)生産・出荷に関する取組

ア 新規品目の導入

イ 新たな生産者の確保

ウ 出荷者への集荷

エ その他生産・出荷に関

する活動

(2)販売・流通に関する取組

ア 個人宅への商品配達

イ インターネット販売

ウ アプリ導入など情報発

   信の強化

エ 新たな加工品の開発

オ その他販売・流通に関

  する活動

(3)地域の活性化に関する取

組

ア 農泊、観光農園等と連

  携した取組

イ 体験メニューの開発

ウ 食育活動

エ 郷土料理の継承

オ その他地域の活性化に

関する活動

経営基盤強化

及び地域貢献

の取組に向け

た計画を策定

した農業者が

組 織 す る 団

体、農業協同

組合、民間事

業者、公社

定額

（事業に係

る経費に限

る。また、1

事業実施主

体あたり限

度額1,000

千 円 と す

る。）



別表２

長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業費補助金の補助対象経費

費目 細目 内容

旅費 調査等旅費 ・事業の推進、各種会議、調査等に要する旅費

委員等旅費 ・会議等において助言等を行う外部専門家への旅費

諸謝金 ・事業に対する指導・助言に要する外部専門家等に対

する謝礼に必要な経費

委託費 ・取組の一部を他の者に委託する場合における当該委

託に要する経費

事務費 通信運搬費 ・事業の通信、郵送等に必要となる経費

使用料 ・各種会議等を開催する場合の会場費

・長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業の実施に

必要な機械リース費

・自動車の使用料等

印刷製本費 ・各種会議等に必要な資料等の印刷製本に要する経費

消耗品費 ・長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業の実施に

必要な資材費

・自動車の燃料費、光熱水費等

報酬、給与、

職員手当等

・事業に直接必要となる臨時雇用に係る報酬、給与、

職員手当等

共済費 ・臨時雇用者に係る社会保険料及び児童手当拠出金

雑役務費 ・長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業の実施に

必要な講習会受講費、試験栽培や試作品製作に必要

な検査費等

その他 ・事業に直接必要となるその他の経費

※直接的な取組とはならない先進地視察等は補助対象外となります。



別表３

内　容 配点 点数記入

1 中山間地域への貢献 中山間地域における取組となっている。 1

2 他地域への波及性（必須） 事業成果を取りまとめ、事業実施後に報告会で発表が可能。 1

3 マーケット調査（必須） 当事業に合わせてマーケット調査を実施する。 1

4 経営規模 直売所の年間売上規模が3,000万円以上5,000万円未満 5

5 独自性 当該年度の他事業実施主体の計画にはない取組を行う。 1

6 集落の人口減少対策 移住・定住の促進を視野に入れた事業である。 1

7 消費者ニーズに沿った新規品目を導入する。 1

8 新規出荷者の確保に向けた取組を行う。 1

9 集荷や省力栽培など出荷者の生産活動の支援に取り組む。 1

10 生産者に対し、栽培講習会を開催し、農業技術の普及に貢献する。 1

11 個人宅への商品配達に取り組む。 1

12 インターネット販売に取り組む。 1

13 地域の食材を活用した新たな加工品の開発を行う。 1

14 情報発信強化のため、アプリ導入など新たな取組を行う。 1

15 地域のレストラン等実需者との取引の拡大に取り組む。 1

16 農泊、観光農園等と連携した新たな取組を行う。 1

17 農作業等体験メニューを新たに開発する。 1

18 食育の推進に貢献する活動となっている。 1

19 郷土料理の継承に貢献する活動となっている。 1

20 地域における重要性 市町の総合計画等と合致した市町の優先度が高い事業である。 1

21
過去に長崎県直売所バージョンアップ事業補助金及び長崎県農山村地
域ビジネス向上支援事業の補助を受けていない。（受けていない：２
点　受けている：０点）

2

22
前年度までに長崎県直売所セミナーに参加し、ステップアップ計画等
を作成している。

1

0～27

事業実施

合　　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（振興局名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業実施主体名）

農山村地域ビジネス向上支援事業　ポイント配分基準

生産・出荷体制の強化

販売・流通の強化

地域活性化

（順位）



様式第１号

  年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画（実績）書

１－１．事業実施主体名（事業を実施する直売所）

１－２．連携する事業実施主体名（連携する直売所）

２－１．過去３か年の販売額（事業実施主体）

（単位：百万円）

年度

販売額

２－２．事業実施後３か年の販売見込み額

（単位：百万円）

年度

販売額

３．地域の現状と課題

４．直売所の現状と課題



５．事業実施（予定）期間及び事業実施対象地域

６．事業の実施方針

（注）１．事業の目的、方針、達成する地域・直売所の姿などを記述

２．実績報告では、実施内容及び成果、今後の取組方針に係る資料を

添付（様式は任意）

７．現状と目標

新たな取組の実施による効果

成果指標 現 状

（令和  年度）

目 標

（令和  年度）

増加率 備 考

（注）実績書では目標欄の下段に当該年度の実績を（ ）書きで記入する。

８．事業の内容（計画又は実績）

項  目 内  容 備  考

９．事業実施スケジュール

項 目 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 備 考



１０．事業費

項   目 事 業 費 算出の根拠等

合   計

１１．経費の配分

項   目 総事業費
補助対象

経  費
県補助金 市 町 費 その他 備 考

合   計

１２．経費の内訳

項   目 数 量 単 位 単 価 金 額 備 考

旅費

・調査等旅費

・委員等旅費

諸謝金

委託費

事務費

・通信運搬費

・使用料

・印刷製本費

・消耗品費

・報酬、給与、

職員手当等

・共済費

・雑役務費

・その他

合   計



様式第２号

  年  月  日

長崎県知事       様

住所

氏名（法人等にあっては名称

及び代表者の氏名）  

年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画認定申請書

  年度において、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画の認定を受け

たいので、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実施要綱第３の１の（1）に

基づき、事業計画書（様式第１号）及び環境負荷軽減のチェックシート（様式
第５号）を添えて申請します。

   

発行責任者及び担当者

発行責任者 〇〇 〇〇（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）

発行担当者 △△ △△（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）



様式第３号

  年  月  日

長崎県知事       様

住所

氏名（法人等にあっては名称

及び代表者の氏名）  

年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業計画書の変更申請について

  年  月  日に認定を受けた  年度長崎県農山村地域ビジネス向上

支援事業計画の変更を行いたいので、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業

実施要綱第３の３の（1）に基づき、事業計画書（様式第１号）を添えて申請し

ます。

   

発行責任者及び担当者

発行責任者 〇〇 〇〇（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）

発行担当者 △△ △△（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）



様式第４号

  年  月  日

長崎県知事       様

住所

氏名（法人等にあっては名称

及び代表者の氏名）  

年度長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実績報告書

  年度において、長崎県農山村地域ビジネス向上支援事業実施要綱第３の

４に基づき、事業実績書（様式第１号）を添えて報告します。

  

発行責任者及び担当者

発行責任者 〇〇 〇〇（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）

発行担当者 △△ △△（連絡先 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇）



（様式第５号）

環境負荷軽減のチェックシート

① 農山漁村振興交付金は、事業実施期間中において、次の１から５までの取組
の全ての項目を実施することが交付要件となっています（ただし、該当しな
い取組を除きます。）。

② 事業実施期間中に実施する取組について、「チェック欄（事業申請時）」に ✓ 
を記入してください。

③ 事業実施期間中に実施した取組について、「チェック欄（実績報告時）」に ✓ 
を記入してください。

１

適正な施肥・防除、悪臭及び害虫の発生防止
○ 農産物の調達を行う場合は、環境負荷低減に配慮した農
産物等の調達を検討する。（該当しない ☐）

○ 肥料・飼料等の製造を行う場合は、悪臭・害虫の発生防
止・低減に努める。（該当しない ☐）

チェック欄
(事業申請時)

☐

チェック欄
(実績報告時)

☐

２

エネルギーの節減
○ 施設・機械・器具等の電気・燃料の使用状況の記録・保
存に努める。（該当しない ☐）

○ 省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をし
ない（照明、空調、ウォームビズ・クールビス、排ガス対
策機械の利用等）。（該当しない ☐）

○ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討する。
（該当しない ☐）

☐ ☐

３

廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分
○ プラスチック等廃棄物の削減に努め、使用済みプラスチ
ック等の廃棄物が発生する場合は、関連する環境法令に応
じた処分等に努めるなど適切に対応する。（該当しない ☐）

○ 資源の再利用を検討する。（該当しない ☐）
○ 食品を取り扱う場合は、食品ロスの削減に努める。
（該当しない ☐）

☐ ☐

４

生物多様性への悪影響の防止
○ 生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合
は、生物多様性に配慮した事業実施に努める。（該当しない
☐）

☐ ☐



○ 水質汚濁防止法における特定施設に該当する場合は、排
水処理に係る水質汚濁防止法を遵守する。（該当しない ☐）

５

環境関係法令の遵守
○ みどりの食料システムを理解する。
○ 適切な施肥・防除、悪臭及び害虫の発生防止、エネルギ
ーの節減、廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適
正な処分、生物多様性への悪影響の防止等に際して、関連
する法令を遵守する。

○ 環境配慮の取組方針の策定や研修による知見・情報の収
集に努める。

○ 機械等を扱う場合は、製造機械等の適切な整備と管理の
実施に努める。（該当しない ☐）

○ 正しい知識に基づく作業安全に努める。

☐ ☐



（様式第６号）

連携する直売所の名簿

直売所名 住所 氏名（法人等にあっては名称及び代表
者の氏名）


